
内閣府沖縄担当部局

主な要求事項 概 要

① 公共事業関係費等 道路、港湾、空港や、農林水産振興のために必要な生産基盤などの社会資本を整備する
とともに、学校施設の耐震化や災害に強い県土づくりなどを実施。１，４２０億円（１，４２０億円）

② 沖縄振興一括交付金 沖縄の実情に即してより的確かつ効果的に施策を展開するため、沖縄振興に資する事業
を県が自主的な選択に基づいて実施。１，１８８億円（１，０９３億円）

ソフト６０８億円（561億円）／ハード５７９億円（532億円）

③ 沖縄科学技術大学院大学（OIST） 世界最高水準の教育・研究を行い、イノベーションの国際拠点となるため、規模拡充に
向けた取組の支援とともに、ＯＩＳＴ等を核としたイノベーション・エコシステムを形成。２０３億円（１９６億円）

④ 沖縄健康医療拠点整備経費 西普天間住宅地区（返還基地）跡地において、琉球大学医学部及び同附属病院の移設を
中心とする、国際性・離島の特性を踏まえた沖縄健康医療拠点の整備を推進。８９億円（５９億円）

⑤ 北部振興事業（非公共）
県土の均衡ある発展を図るため、北部地域における産業振興や定住条件の整備等を推進。

３５億円（３５億円） ※公共は①の内数

⑥ 沖縄離島活性化推進事業
厳しい自然的・社会的条件に置かれている沖縄の離島市町村の先導的な事業を支援。

１５億円（１２億円）

⑦ 沖縄産業イノベーション創出事業 沖縄への企業誘致、国際物流拠点を活用した先進的なものづくり産業等の創出、生産性
を向上させる産業人材の育成等を通じた産業イノベーションを推進。１５億円（１３億円）

⑧ 沖縄子供の貧困緊急対策事業 沖縄の将来を担う子供達が直面する貧困に関する深刻な状況に緊急に対応するため、

支援員の配置や居場所づくりを集中的に実施。１４億円（１３億円）

⑨ 沖縄製糖業体制強化対策事業 製糖業の働き方改革を踏まえた新たな操業体制等に対応するため、人材確保対策、県産

黒糖の需要拡大・安定供給対策、市町村による季節工の宿舎整備等を支援。１２億円（１２億円）

⑩ 沖縄小規模離島生活基盤整備推進事業 沖縄の小規模離島における海底送電ケーブル（一部光ファイバー通信線を含む）の整備等

を支援。１１億円【新規】

⑪ 沖縄テレワーク推進事業 県外企業の沖縄進出や、県内企業等の働き方改革・企業価値向上に資するため、既存施設
の改修によるテレワーク施設の整備・活用、入居企業の若年者雇用を支援。５億円【新規】

⑫ 沖縄振興特定事業推進費 一括交付金（ソフト交付金）を補完し、特に沖縄の自立的発展に資する事業であって、

機動性をもって迅速・柔軟に対応すべき市町村等の事業を推進。５５億円（３０億円）

令和２年度沖縄振興予算概算要求について
令和元年度予算 ３，０１０億円 令和２年度概算要求 ３，１９０億円

（ ）は令和元年度予算額



〔単位：百万円〕 

令和２年度沖縄振興予算概算要求のポイント 

沖縄は、成長が著しいアジアの玄関口に位置付けられるという地理的特性や全国一高

い出生率など、大きな優位性と潜在力を有している。これらを活かし、日本経済再生の

牽引役となるよう、国家戦略として沖縄振興策を総合的・積極的に推進する。 

〔単位：百万円〕 

○ 沖縄振興予算概算要求の総額 319,003(301,034) 

・公共事業関係費等                      142,022 (142,045)

沖縄の観光や日本とアジアを結ぶ物流の発展、県民の暮らしの向上を支える道路、港湾、空港や、農

林水産振興のために必要な生産基盤などの社会資本を整備するとともに、学校施設の耐震化や災害に強

い県土づくりなどを実施。

・沖縄振興一括交付金   118,780(109,333) 

沖縄の実情に即してより的確かつ効果的に施策を展開するため、沖縄振興に資する事業を県が自主

的な選択に基づいて実施できる一括交付金制度。 

▶ 沖縄振興特別推進交付金（ソフト）  60,840(56,116) 

▶ 沖縄振興公共投資交付金（ハード）  57,940(53,217) 

※沖縄都市モノレールについては、延伸区間の開業や那覇空港滑走路の増設により、観光客を始めとした利

用客の更なる増加が予想され、輸送力強化が喫緊の課題となっていることから、３両編成化を推進するた

め、補助率引き上げのための制度要求を行う。

・沖縄科学技術大学院大学（ＯＩＳＴ）              20,304(19,622)

世界最高水準の教育・研究を行い、イノベーションの国際拠点となるため、新たな研究棟の建設や新

規教員の採用などＯＩＳＴの規模拡充に向けた取組を支援するとともに、ＯＩＳＴ等を核としたイノベ

ーション・エコシステム形成の推進を図る。

・沖縄健康医療拠点整備経費                       8,887(5,882)

西普天間住宅地区跡地において、琉球大学医学部及び同附属病院の移設を中心とする、国際性・離島

の特性を踏まえた、沖縄健康医療拠点の整備を推進する。

・北部振興事業（非公共）                      3,450(3,450)

県土の均衡ある発展を図るため、北部地域の連携促進と自立的発展の条件整備として、産業振興や定

住条件の整備等を推進する。

・沖縄離島活性化推進事業  1,540(1,200) 

厳しい自然的・社会的条件に置かれている沖縄の離島市町村の先導的な事業を支援する。 



〔単位：百万円〕 

・沖縄産業イノベーション創出事業                     1,478(1,342)

沖縄への企業誘致、国際物流拠点を活用した先進的なものづくり産業等の創出、生産性を向上させる

産業人材の育成等を通じ、産業イノベーションの創出を図る。

▶ 沖縄国際物流拠点活用推進事業                                      1,075(939)

沖縄の国際物流拠点等の活性化に向けて、同拠点を活用したものづくり事業の創出など、先進的かつ沖縄の特

色を生かした取組に対して、その整備や商品・技術開発等を総合的に支援する。

▶ 沖縄型産業中核人材育成事業    334(333) 

リーディング産業等の高度化・多様化を促進するなど、沖縄の産業全体の生産性の向上に向けて、人材育成プ

ログラムの開発及び研修を実施し、沖縄県内の人材の能力向上を図る。

▶ 沖縄力発見創造事業   70(70) 

・沖縄子供の貧困緊急対策事業                      1,437(1,309)

沖縄の将来を担う子供達が直面する貧困に関する深刻な状況に緊急に対応するため、沖縄の実情を踏

まえた支援員の配置や居場所づくりを集中的に実施する。

・沖縄製糖業体制強化対策事業                     1,223(1,173)

沖縄の地域経済で重要な役割を担う製糖業の働き方改革を踏まえた新たな操業体制等に対応するた

め、人材確保対策、沖縄県産黒糖の需要拡大・安定供給対策、市町村による季節工の宿舎整備等を支援

し、沖縄製糖業の体制強化を推進する。

・沖縄観光防災力強化支援事業                        950(950)

有数の観光地である沖縄において、大規模災害時に想定される観光避難民への市町村等の対応を支援

する。

・沖縄・地域安全パトロール事業                     868(868)

沖縄県民の安全・安心を確保するため、平成 28 年度から実施している青色パトカーを使用した防犯

パトロールを引き続き行う。

・駐留軍用地跡地利用の推進    255(255) 

市町村の跡地利用の取組を支援するなど、駐留軍用地の跡地利用の推進を図る。

・沖縄の人材育成事業                            195(272)

沖縄における人材育成を推進するため、主として観光や情報通信分野の専門学校に進学した学生に

経済的支援を行う沖縄独自の給付型奨学金や、ＩＣＴを活用した離島における高校教育の実施手法に

関する実証研修研究等を行うとともに、新たに、高校中退者等を対象とした就業へ向けたキャリア形

成の支援をモデル的に実施する。



〔単位：百万円〕 

・沖縄酒類製造業の自立的経営促進事業                162 (112)

泡盛製造業の自立的経営を促進するため、モデル事業の実施により事業者が行う海外販路開拓等の取

組を支援する。

・交通環境創造事業                           125(125)

自動車利用の依存度が高い沖縄において、ビッグデータ等を活用した調査・分析等を基に、住民にも

観光客にも利用しやすく、かつ魅力的な交通環境を創造し、深刻な交通渋滞を緩和するための取組等を

推進する。

・鉄軌道等導入課題詳細調査   100(100) 

鉄軌道等の導入に係る諸課題について詳細調査を実施する。

・沖縄小規模離島生活基盤整備推進事業               1,147(新規)

沖縄の小規模離島における海底送電ケーブル（一部、光ファイバー通信線を含む。）の整備及び超高

速ブロードバンド環境の整備を行う電気事業者及び自治体の事業を支援する。

・沖縄テレワーク推進事業                         549(新規)

県外企業の沖縄進出や、県内企業等の働き方改革・企業価値向上に資するため、既存施設の改修に

よるテレワーク施設の整備やその活用、入居企業の若年者雇用を支援する。

・沖縄振興特定事業推進費   5,500(3,000) 

一括交付金（ソフト交付金）を補完し、特に沖縄の自立的発展に資する事業であって、機動性をも

って迅速・柔軟に対応すべき市町村等の事業を推進する。 



（単位：百万円、％）

前 年 度

要求額 優先課題推進枠 計 予 算 額 増 △ 減 額 比 率

１ 119,617 22,405 142,022 142,045 △ 23 100.0

(1) 公 共 事 業 関 係 費 113,091 22,405 135,496 134,049 1,447 101.1

(2) 沖 縄 教 育 振 興 事 業 費 6,526 0 6,526 7,996 △ 1,470 81.6

２ 87,235 31,545 118,780 109,333 9,447 108.6

(1) 沖 縄 振 興 特 別 推 進 交 付 金 46,359 14,481 60,840 56,116 4,724 108.4

(2) 沖 縄 振 興 公 共 投 資 交 付 金 40,876 17,064 57,940 53,217 4,723 108.9

３ 15,835 4,469 20,304 19,622 682 103.5

(1) 沖 縄 科 学 技 術 大 学 院 大 学 学 園 運 営 費 15,560 694 16,254 17,507 △ 1,253 92.8

(2) 沖 縄 科 学 技 術 大 学 院 大 学 学 園 施 設 整 備 費 275 3,775 4,050 2,115 1,935 191.5

４ 8,887 0 8,887 5,882 3,004 151.1

５ 3,450 0 3,450 3,450 0 100.0

６ 1,540 0 1,540 1,200 340 128.3

７ 1,478 0 1,478 1,342 136 110.1

(1) 沖 縄 国 際 物 流 拠 点 活 用 推 進 事 業 費 1,075 0 1,075 939 136 114.4

(2) 沖 縄 型 産 業 中 核 人 材 育 成 事 業 費 334 0 334 333 0 100.1

(3) 沖 縄 力 発 見 創 造 事 業 費 70 0 70 70 0 100.3

８ 1,437 0 1,437 1,309 128 109.8

９ 1,223 0 1,223 1,173 50 104.3

10 0 1,147 1,147 0 1,147 (皆増）

11 950 0 950 950 0 100.0

12 868 0 868 868 0 100.0

13 0 549 549 0 549 (皆増）

14 255 0 255 255 0 100.0

15 195 0 195 272 △ 77 71.7

16 162 0 162 112 50 144.6

17 125 0 125 125 0 100.0

18 100 0 100 100 0 100.0

19 3,070 0 3,070 3,083 △ 13 99.6

(1) 不 発 弾 等 対 策 経 費 2,957 0 2,957 2,961 △ 4 99.9

(2) 対 馬 丸 遭 難 学 童 遺 族 給 付 経 費 3 0 3 3 0 100.5

(3) 対 馬 丸 平 和 祈 念 事 業 経 費 21 0 21 21 0 100.2

(4) 位 置 境 界 明 確 化 経 費 9 0 9 9 0 100.6

(5) 沖 縄 戦 関 係 資 料 閲 覧 室 事 業 経 費 8 0 8 8 0 101.5

(6) 所 有 者 不 明 土 地 問 題 の 解 決 に 向 け た 実 態 調 査 72 0 72 82 △ 9 88.7

20 895 0 895 895 0 100.0

(1) 沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫 補 給 金 495 0 495 495 0 100.0

(2) 沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫 出 資 金 400 0 400 400 0 100.0

21 50 0 50 50 0 100.0

22 50 0 50 10 40 500.0

23 5,500 0 5,500 3,000 2,500 183.3

24 5,965 0 5,965 5,956 9 100.2

258,888 60,115 319,003 301,034 17,969 106.0

交 通 モ ー ド 多 様 化 事 業 推 進 調 査 費

そ の 他 の 経 費

戦 後 処 理 経 費

沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫 経 費

沖 縄 振 興 特 定 事 業 推 進 費

沖 縄 テ レ ワ ー ク 推 進 事 業 費

沖 縄 酒 類 製 造 業 の 自 立 的 経 営 促 進 事 業

沖 縄 観 光 防 災 力 強 化 支 援 事 業 費

沖 縄 ・ 地 域 安 全 パ ト ロ ー ル 事 業 費

駐 留 軍 用 地 跡 地 利 用 推 進 経 費

沖 縄 の 人 材 育 成 事 業

交 通 環 境 創 造 事 業 推 進 調 査 費

鉄 軌 道 等 導 入 課 題 詳 細 調 査

沖 縄 振 興 推 進 調 査 費

※四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

合 計

沖 縄 振 興 交 付 金 事 業 推 進 費

公 共 事 業 関 係 費 等

令和２年度

沖 縄 製 糖 業 体 制 強 化 対 策 事 業

沖 縄 離 島 活 性 化 推 進 事 業 費

沖 縄 北 部 連 携 促 進 特 別 振 興 事 業 費

沖 縄 産 業 イ ノ ベ ー シ ョ ン 創 出 事 業 費

令和２年度内閣府沖縄担当部局予算概算要求額

事 項
対 前 年 度 比

沖 縄 子 供 の 貧 困 緊 急 対 策 経 費

沖 縄 小 規 模 離 島 生 活 基 盤 整 備 推 進 事 業 費

沖 縄 健 康 医 療 拠 点 整 備 経 費

沖 縄 科 学 技 術 大 学 院 大 学 学 園 関 連 経 費



（単位：百万円、％）

前 年 度 対前年度比

要 求 額 優先課題推進枠 合 計 予 算 額 増　△　減　額 比　率

○ 公 共 事 業 関 係 費 113,091 22,405 135,496 134,049 1,447 101.1 

１ 4,721 85 4,806 4,853 △ 47 99.0 

治 水 4,432 0 4,432 4,489 △ 57 98.7 

治 山 278 85 363 353 10 102.8 

海 岸 11 0 11 11 0 100.0 

２ 37,093 4,020 41,113 33,915 7,198 121.2 

３ 22,772 9,989 32,761 43,976 △ 11,215 74.5 

港 湾 6,963 9,989 16,952 14,642 2,310 115.8 

空 港 15,809 0 15,809 29,334 △ 13,525 53.9 

４

道 路 環 境 6,114 0 6,114 5,806 308 105.3 

５ 6,356 1,171 7,527 6,656 871 113.1 

水 道 2,553 247 2,800 2,500 300 112.0 

廃 棄 物 1,071 269 1,340 1,359 △ 19 98.6 

都 市 公 園 2,732 655 3,387 2,797 590 121.1 

６ 15,944 3,581 19,525 16,702 2,823 116.9 

農 業 農 村 整 備 13,061 2,430 15,491 13,359 2,132 116.0 

森 林 整 備 130 162 292 292 0 100.0 

水 産 基 盤 整 備 2,753 989 3,742 3,051 691 122.6 

７ 17,472 3,559 21,031 19,522 1,509 107.7 

８ 2,619 0 2,619 2,619 0 100.0 

○ 施   設   費 16,795 3,775 20,570 17,112 3,458 120.2 

１ 6,526 0 6,526 7,996 △ 1,470 81.6 

２ 275 3,775 4,050 2,115 1,935 191.5 

３ 8,887 0 8,887 5,882 3,004 151.1 

４ 1,107 0 1,107 1,119 △ 12 99.0 

○ 沖縄振興公共投資交付金 40,876 17,064 57,940 53,217 4,723 108.9 

170,762 43,244 214,006 204,378 9,628 104.7 

令和２年度

公    共    投    資

事 項

治 山 治 水

道 路

公 立 文 教 施 設

港 湾 空 港

住 宅 都 市 環 境

水 道 廃 棄 物 処 理 等

農 林 水 産 基 盤

社 会 資 本 総 合 整 備

沖縄製糖業体制強化対策整備費
補 助 金

沖縄北部連携促進特別振興対
策 特 定 開 発 事 業 推 進 費

大 学 院 大 学 施 設

公 共 投 資 計

沖縄国立大学法人施設



令和２年度沖縄振興関係税制改正要望

令和元年８月 

内閣府沖縄担当部局 

●沖縄型特定免税店における関税の軽減措置［延長］

＜税目＞（国 税）関税

背景・目的 

沖縄におけるショッピングの魅力を高め、沖縄の観光振興に資するこ

とを目的として、延長要望するもの。沖縄県から要望あり。 

現行制度の概要 

沖縄から他の都道府県に出域する旅行者が、内閣総理大臣が指定する

一定の場所で購入する物品を携帯して移出する場合には、関税を（１人

当たり 20 万円を上限）免除する。 

要望内容 

適用期限を２年間延長し、令和４年３月 31 日までとする。 

＜経済産業省と共同要望＞ 



●沖縄路線航空機に係る航空機燃料税の軽減措置［延長］

＜税目＞（国 税）航空機燃料税

背景・目的 

 交通コストの低減により沖縄経済を牽引する観光と物流の振興を図

るため、延長要望するもの。沖縄県から要望あり。 

現行制度の概要 

沖縄路線航空機に積み込まれる航空機燃料に係る航空機燃料税の税

率について、本則の特例税率である 18,000 円/kl から 9,000 円/kl に軽

減する。 

要望内容 

適用期限を２年間延長し、令和４年３月 31 日までとする。 

＜国土交通省と共同要望＞ 



●引取りに係る沖縄発電用特定石炭等の免税［延長］

＜税目＞（国 税）石油石炭税

●沖縄電力株式会社が電気供給業の用に供する償却資産に係る課税標準

の特例措置［延長］

＜税目＞（地方税）固定資産税

背景・目的 

 沖縄における電気の安定的かつ適正な供給の確保を図るため、延長要

望するもの。沖縄県から要望あり。 

現行制度の概要 

・沖縄において発電の用に供する天然ガス又は石炭に係る石油石炭税

を免除する。

・沖縄電力株式会社が行う電気供給業の用に供する償却資産（事務所

及び宿舎の用に供するものを除く。）に係る固定資産税の課税標準に

ついて、３分の２とする。

要望内容 

適用期限を２年間延長し、令和４年３月 31 日までとする。 

＜経済産業省と共同要望＞ 



●沖縄の揮発油に係る揮発油税及び地方揮発油税の軽減措置［延長］

＜税目＞（国 税）揮発油税、地方揮発油税

背景・目的 

 沖縄のガソリン価格の抑制及び本島・離島間の石油製品価格の平準化

を図るため、延長要望するもの。沖縄県から要望あり。 

現行制度の概要 

沖縄県内に移出等される揮発油について、揮発油税及び地方揮発油税

を 7,000 円／kl 軽減する。 

要望内容 

適用期限を２年間延長し、令和４年５月 14 日までとする。 




